
令和４年度一般会計当初予算説明資料
10款　教育費
　１項　教育総務費  高等学校課 、 特別支援教育課 （ 内線 ： ７９１６ ）
　　５目　教育振興費 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

県内等修学旅
行支援事業
（県立学校）

2,500 5,000 △2,500 2,500

トータルコスト 3,289千円（前年度　5,792千円）［正職員：0.1人］
主な業務内容 補助金交付事務
工程表の政策内容 ふるさと鳥取から学ぶ教育の充実

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

１　事業の目的、概要

　新型コロナウイルスの影響等により、県立学校が修学旅行等で実施する場合の費用について支援することで、
生徒がふるさとについて学ぶ機会を創出し、地域への愛着を育む。

２　主な事業内容

（単位：千円）

補助金名 補助対象経費 補助対象者 県補助率
（上限額）

予算額

県内等修学旅行補助金 県内に宿泊し、体験活動を伴う
修学旅行を実施する場合の旅行
費用（他の補助金等を活用した
額を除く。）

県立学校に在籍す
る児童生徒の保護
者

10／10
（生徒１人あたり
3,000円を上限）

2,500

　※貸切バス等利用促進緊急応援事業（地域交通政策課）との併用はできないものとする。

３　事業目標・取組状況・改善点

＜事業目標＞
新型コロナウイルス感染リスクの低減を図りつつ、生徒のふるさとへの愛着を育む契機としての修学旅行を実
施する。

＜取組状況・改善点＞
令和３年度は、県内修学旅行を実施又は実施を予定している学校が、県立高校８校、県立特別支援学校３校あ
り、令和４年度も補助金の活用が見込まれる。









令和４年度一般会計当初予算説明資料
10款　教育費
　６項　社会教育費  図書館 （ 電話 ：0857-26-8155）
　　２目　図書館費 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

デジタル化時
代の知の拠点
づくり事業

24,878 24,872 6 24,878

トータルコスト 30,398千円（前年度　30,417千円）［正職員：0.7人］

主な業務内容 資料のデジタル化の推進、デジタルアーカイブのためのデジタルアーカイブシステムおよび資料デジタル化の
効果の広報、スキルアップ研修講座受講、デジタルアーカイブシステムの運用・保守 

工程表の政策内容 生涯学習の環境整備と活動支援

事業内容の説明 【「デジタル田園都市国家構想推進交付金」充当事業】
【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

１　事業の目的、概要

　利用者の資料利用の利便性を向上させ、地域独自の歴史や文化に関する資料を容易に利用できる環境を整え、
次世代に伝え残していくため、図書館の貴重な資料を電子化し広く公開する。そのための手法として、博物館、
公文書館、埋蔵文化財センターと共同で構築したシステムの利用促進を図る。
　また、大学図書館や市町村、個人が所蔵する資料の登録、公開についての検討を行う。

２　主な事業内容

（単位：千円）
区分 内容 予算額

資料のデジタル化の推進 所蔵している郷土資料のデジタル化 2,210
「とっとりデジタルコレクション」および
資料デジタル化の効果の広報

県立博物館、県立公文書館、県立埋蔵文化財セン
ター、県立図書館の４館協働でイベントを開催

151

スキルアップのための研修講座の受講 デジタルアーキビスト、文書情報管理士等の資格取得
に係る研修受講経費等

329

「とっとりデジタルコレクション」の運
用・保守

「とっとりデジタルコレクション」の賃貸借経費等 22,188

合計 24,878

３　事業目標・取組状況・改善点

＜事業目標＞
　　　地域の歴史や文化に関する資料を容易に利用できる環境を整え次世代に伝え残していくため、図書館の貴
　　重な資料のデジタル化を推進し、利用促進を図る。

　 ＜取組状況・改善点＞
　　○平成15年度～17年度：絵図のデジタル化
　　　利用希望の多かった38種、89点の絵図を対象に所蔵絵図のデジタル化に取り組み、絵図の画像をホーム
　　　ページで公開。
　　○平成29年度：「総合的なデジタル化計画」の策定、LAN環境の整備、デジタル化計画の定着に進行管理でき
　    る職員育成のための研修派遣を実施した。
　　〇平成30年度～令和元年度：デジタル化予定資料の中から優先順位を考慮し、書画等のデジタル化を実施。
　　〇令和２年度：「とっとりデジタルコレクション」の構築・公開を行った。
　　〇令和３年度：活用講座の開催・ジャパンサーチや国立国会図書館サーチとのデータ連携を実施。




